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国際税務 

QI/FATCA/CRS 関連情報 
様式 1042 電子申告義務要件の免除に関する IRS 通知 2024-
26 について 
 
デロイト トーマツ税理士法人 US デスク 
2024 年 3月 4 日号 

2024年 2月 27日、米国内国歳入庁（Internal Revenue Service：以下「IRS」）は、IRS通知 2024-26（IRS ウェブサイト
（英語、PDF））において、暦年 2024年に提出を義務付けられる様式 1042 の電子申告義務を免除することを発表した。当
該 IRS通知により、2024年 3月 15日提出期限の 2023年様式 1042 も過年度と同様、書面での申告書提出が認められるこ
とになる。また、米国外の外国源泉徴収義務者については、暦年 2025年に提出を義務付けられる 2024年様式 1042 の電子
申告義務も免除される。 

本ニュースレターでは、当該通知における様式 1042 の電子申告義務に関する改正内容について概要を簡単にご案内する。 

1. 様式 1042電子申告に関する概要 

2023年 2月 23日に米国財務省は、電子申告要件を改正する最終規則（米国財務省ウェブサイト（英語））を公表してい
た 1。当該最終規則§6011(e)（電子申告規則）に基づき、2023年 12月 31日以降に終了する課税年度について 2、以下の
源泉徴収義務者は様式 1042 の電子申告が義務付けられていた。 

1) いかなる種類の申告書であれ（様式 1099、W-2など）当該暦年中に 10部以上の提出を義務付けられる事業体 

2) 100名超のパートナーを有するパートナーシップ、及び 

3) 金融機関 

2. 暦年 2024年中の様式 1042の電子申告義務要件の免除 

IRSは源泉徴収義務者などから 2024年 3月 15日期限までの様式 1042 の電子申告手続実施が困難であるとのフィードバック
を受け、IRS通知 2024-26 において、暦年 2024年中に提出される様式 1042 について電子申告義務を免除することとした。当
該通知により、2023年様式 1042（提出期限：2024年 3月 15日）の電子申告義務も免除される。 

免除対象となる源泉徴収義務者は、上記 1）～3）に記載の 1） 暦年中に 10部以上の提出を義務付けられる事業体、2） 
100名超のパートナーを有するパートナーシップ、及び 3） 金融機関である。 

 

1 様式 1042 の電子申告要件に関する財務省最終規則及び財務省規則案については、既出のニュースレター（発行日：2023 年 3 月 13 日、
及び 2021 年 9 月 13 日（デロイト トーマツ税理士法人ウェブサイト、PDF））にて概要を記載している。 

2 様式 1042 は暦年の年次報告のため、課税年度とは暦年を意味する。 

https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-24-26.pdf
https://www.federalregister.gov/documents/2023/02/23/2023-03710/electronic-filing-requirements-for-specified-returns-and-other-documents
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-24-26.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/tax/ftc/jp-qi-fatca-crs-13march2023.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/tax/ftc/jp-ftc-crs-13september2021.pdf
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3. 外国（米国外）の源泉徴収義務者による暦年 2025年中の様式 1042 の電子申告要件の追加免除 

当該 IRS通知 2024-26 において、外国（米国外）の源泉徴収義務者については、暦年 2025年中に提出される様式 1042 も
電子申告義務が免除される。 

おわりに 

2024年 3月現在多くの QI が様式 1042及び 1042-S の報告期限にむけて申告準備を進めている最中であるが、今回の IRS
通知により日本の QI や金融機関は、2023年及び 2024年（提出期限：2024年 3 月 15日及び 2025年 3 月 17日）の
電子申告義務が免除され、書面での申告書提出が認められることになる。 

デロイト トーマツ税理士法人では、昨年から当該電子申告義務化に向けて IRSや電子申告業者等と連絡を取りながら準備を進
めてきたが、IRS通知 2024-26 において、当該電子申告の実施困難やシステム改良のための更なる時間の必要性が記載されて
いることから、当法人においても、2023年様式 1042申告については、原則、書面での申告で対応する予定である。電子申告の
ためのシステムアップデートの状況を今後も注視しながら、早めの準備をととのえて契約先 QI の電子申告をサポートしていく所存で
ある。 

デロイト トーマツ税理士法人では、各種様式及び関連法令等の参考和訳を作成し、多数の金融機関にサービスを提供している。
今回のニュースレターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でもご不明な点等があれば、ご相談いただきたい。 

 

 

Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, 
and it cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any 
governmental taxing authority or agency. 

https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-24-26.pdf
https://www.irs.gov/pub/irs-drop/n-24-26.pdf
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過去のニュースレター 
過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 
 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 米国税務サービス  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 高島 憲一 kenichi.takashima@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 近藤 祐美 yumi.kondo@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 森本 祐佳里 yukari.morimoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 添田 みほ子 mihoko.soeda@tohmatsu.co.jp 

所在地 〒100-8362  
東京都千代田区丸の内三丁目 2番 3号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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